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奈良線第２期複線化事業に係る環境影響評価方法書について

（答申）

平成26年３月17日付け６環管第 ８２ 号で諮問のことについて、別紙のとお

り答申します。



別紙

奈良線第2期複線化事業は、ＪＲ藤森から宇治間、新田から城陽間、山城多賀から玉水

間の合計14kmについて、異常時のダイヤの回復性の向上及び列車行き違い待ち時間の解消

を目的として複線化を行うものである。

本事業に係る方法書においては、既存路線の複線化という事業特性により、新設に比べ

て開発に要する面積が小さいこと、既に市街化されている地域における事業であることな

どを踏まえ、環境影響評価項目の選定がされ、調査、予測及び評価の方法が示されている。

１ 全般的事項

○ 評価の手法は、事業の実施による環境影響が、実行可能な範囲でできる限り回避又

は低減されているかを適切に評価できる方法を選定すること。

○ 以下の事項に留意し、住民意見に配意した上で、方法書の内容について検討を加え、

より詳細な調査、予測及び評価を行い、必要な環境保全対策を実施すること。

２ 個別事項

(1)大気

○ 工事の影響に係る予測で用いた事例及び解析手法について、その事例の内容及び

解析手法を準備書に記載すること。

○ 工事の影響が最大となる予測時期は、工事区域、建設機械、工事関連車両の稼働

台数などを踏まえ、適切に設定すること。

(2) 騒音及び振動

○ 「在来鉄道の新設又は大規模改良に際しての騒音対策の指針について（平成７年

環大一第１７４号）」と予測との整合を明らかにし、準備書に記載すること。

○ 騒音・振動（以下、「騒音等」という。）の調査地点については、方法書におけ

る選定地点を、以下のような観点を踏まえ、必要に応じて追加し、全ての調査地点

の選定根拠を分かり易く説明した上で、調査、予測及び評価を行うこと。

・ 沿線の大部分が市街地であり、住宅への近接度、建物の立地密度や高さ、地形

や線路の構造形式などの違いにより騒音レベルの変化が予測されることから、そ

れぞれについての影響を適切に把握できる地点

・ 複線化に伴う列車のすれ違いにより、短時間の騒音増加が予想される地点、ま

た、私鉄との併走区間は、特にその影響が大きくなる可能性があることから、そ

の影響を適切に把握できる地点

・ 学校、病院等、配慮が特に必要な施設への影響を適切に把握できる地点

○ 騒音等の調査にあたっては、列車運行が１年を通じて平均的な状況を呈する日を

選ぶこと。

○ レールの継ぎ目などの騒音等の大きさを変化させる要因による影響の程度を把握

し、準備書に記載すること。

○ 予測の結果の準備書への記載に当たっては、列車の本数又は速度等予測の前提と

なる条件を明らかにし、列車の本数等の増加による騒音への影響について明らか

にすること。

○ 評価指標としての騒音レベルには、等価騒音レベルのみならず、一時的な騒音レ

ベルの変化も含めて、予測・評価すること。

○ 防音壁の設置やロングレール化等の環境保全措置については、その具体的な方法

や効果について準備書に記載すること。



(3)水質

○ 工事中に発生する濁水について、下流域の水質、底質、生態系などへの影響防止

のための環境保全措置を検討し、その内容を準備書に記載すること。

(4) 動物、植物及び生態系

○ 沿線のまとまった緑地における動物の生息環境の調査について必要性を検討し、

また、複線化に伴う生態系の分断の影響の調査、予測及び評価を行い、必要に応じ、

環境保全措置を検討すること。

○ 植物は、方法書において環境影響評価項目に選定されていないが、線路脇の草地

は、生態系及び景観資源として、都市部に残存する良好に管理された草地となる可

能性を持つことから、実情を調査し、可能な限り、複線化後においても保全及び創

生に努めること。

(5) 景観

○ 桃山御陵周辺において、事業に伴う擁壁の設置などにより景観資源を損なうおそ

れが生じる場合は、調査地点として追加すること。

○ 橋りょうは、架線等も含め、景観の重要な要素となることから、周辺の歴史的・

文化的な環境に十分配慮し、関係市、有識者及び住民の意見を聴いた上で、構造・

意匠等を検討し、その検討結果を適切に評価できる方法で予測すること。

(6)温室効果ガス等

○ 工事以外の事業に伴う温室効果ガスの削減に向けた環境保全措置について、準備

書に記載すること。

(7)その他

○ 鉄粉の発生に関する知見について準備書に記載すること。

○ 踏切の遮断時間の増減の見込み及びその環境影響の程度について準備書に記載す

ること。


